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加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

平成 25 年 4 月 17 日

投資者の皆様へ

T&D アセットマネジメント株式会社

米国株式市場および為替相場の下落と

「Ｔ＆Ｄワールドコモディティ株投資１１０６（限定通貨選択－米州大陸通貨－）」

への影響について

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

米国株式市場および為替相場の足許の市場動向と「Ｔ＆Ｄワールドコモディティ株投資１１０６

（限定通貨選択－米州大陸通貨－）」への影響に関しまして、下記の通りご案内いたします。

今後ともお引き立てを賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

敬具

◆ 足許の市場動向

4 月 15 日の株式市場は、中国の第 1 四半期の GDP 成長率が＋7.7％と予想を下回ったこと

が嫌気されたほか、米国のＩＳＭ製造業景況指数も予想を大きく下回ったことなどを背景として下

落しました。また、米国ボストン中心街で起きた爆発事件を受けて、米国株式市場の大引けにか

けてさらに株価が下落する展開となり、世界株式の主要な指数であるＳ＆Ｐ500 種指数は、前日

比▲2.3％となりました。

また、4月 16日の為替相場は、上記の中国の発表を受けて、対カナダドル、メキシコペソ、およ

びブラジルレアルで円が買われる展開となりました。

◆ 今後の見通し

今後の見通しとしては、中国の景気減速懸念による株価調整が生じる可能性があるものの、

米国を中心とした企業の収益力成長を予想しております。したがって、中長期的にはエネルギー、

産業用メタル、およびソフトコモディティ関連企業の収益力向上をメインシナリオとしていることに

変わりはなく、関連株価の上昇を享受すべく現在のポートフォリオ運営を継続いたします。
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◆ 「Ｔ＆Ｄワールドコモディティ株投資１１０６（限定通貨選択－米州大陸通貨－）」への影響

ファンド名

平成 25 年

4 月 15 日

基準価額

(円)

平成 25 年

4 月 16 日

基準価額

(円)

騰落幅

(円)

騰落率

(％)

Ｔ＆Ｄワールドコモディティ株投資１１０６

（限定通貨選択－米州大陸通貨－）
11,353 10,489 ▲864 ▲7.61

◆ 市況情報 （小数点第 2 位以下四捨五入）

平成 25 年 4 月 12 日 平成 25 年 4 月 15 日
騰落率

(％）

Ｓ＆Ｐ ＧＳＣＩ コモディティ インデックス

（エクセスリターン）
453.11 442.69 ▲2.30

海外の市場については基準価額への影響を考慮し、4 月 12 日から 4 月 15 日としています。

平成 25 年 4 月 15 日 平成 25 年 4 月 16 日
騰落率

(％)

カナダドル(*1) 97.29 94.62 ▲2.74

メキシコペソ(*2) 8.18 7.90 ▲3.42

ブラジルレアル(*3) 49.92 48.21 ▲3.43

(*1) 為替レートは三菱東京 UFJ 銀行の対顧客公示相場の仲値(TTM)

(*2) 為替レートはゴールドマンサックス証券の対顧客公示相場の仲値

(*3) 為替レートは、前ＮＹ営業日のＮＹ16:00 頃のＮＤＦレート（ブラジルレアル/米ドル）と当日のＴＴＭ（米ドル/円）との

クロスレートを表示しています。

出所：スタンダード＆プアーズ、ブルームバーグ

※文中に引用した各インデックス(指数)の商標、著作権、知的財産権およびその他一切の権利は各インデックスの算出元に帰属し

ます。また各インデックスの算出元は、インデックスの内容を変更する権利および発表を停止する権利を有しています。海外市場

のデータは基準価額への反映を考慮して１営業日前のものを使用しています。

ご留意いただきたい事項

 本資料は投資者に T&D アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、投資勧誘を目的と
したものではありません。本資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等により作成したものですが、その正
確性・完全性を保証するものではありません。本資料に記載した情報は、当資料作成時点におけるものであり、
将来の運用成果を予想あるいは保証するものではありません。

 投資信託は預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではあり
ません。また、登録金融機関でご購入いただいた場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。

 投資信託はリスクを含む商品であり、株式および公社債等値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リス
クもあります。）に投資しますので、運用実績は市場環境等により変動します。したがいまして、元本が保証さ
れているものではありません。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。

 運用による損益は全て投資者に帰属します。


